
A病院

病院情報システム

B病院

病院情報システム

医療情報の標準化の更なる取組

標準化の取組

【更なる取組】
地域を越えて医療情報を共有するための交換規格や小規模医療機関のデータを活用するためにレセプトコ

ンピュータ等から必要な情報を抽出するための規格等を策定する。

＜平成25・26年度情報化推進事業＞
・医療機関間で医療情報を交換するための規格等の策定
・医療分野における小規模機関にかかるインターフェース規格の策定、検証（25年度）
・地域間医療情報連携のための規格にかかる実装ガイドの策定（26年度） など

●コンテンツの定義
業務のシナリオに即した有用なコンテンツやサービスを提供するため、
データ項目セットなどを標準化する

●安全な通信方式の標準化
ネットワークを使ってデータを流通させる際、漏えいや改ざん、なりすましを
防ぐため、 電子証明書による署名や認証、暗号化方式などを標準化する

●用語・コード等の標準化
医療機関等システムで送受信するデータを正確に解釈するため、
用語・コード、フォーマット、文字コードなどを標準化する

【現状】
保健医療分野の「標準規格」を順次定め、医療機関間の基本的な情報の連携は可能。

厚生労働省標準規格：ICD10対応病名マスター、臨床検査マスター、診療情報提供書 など
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ＳＳ-ＭＩＸ
標準化

ストレージ

診療情報システム
/部門システム

通常業務で利用

標準形式で保存

患者基本情報（氏名・生年月日・住
所・病名・副作用歴 等）

病室移動
処方・注射
検体検査・結果
画像・放射線検査

○ 「ＳＳ-ＭＩＸ標準化ストレージ」は、医療機関の電子的診療情報を他のシステムと情報交換・共有できるよう、診
療情報を標準的な形式・コード・構造で蓄積・管理し、データとして保存する領域である「格納の仕様」と、保存領
域へ提供するための「データの電文仕様」を定めた国内規格。この保存領域を「標準化ストレージ」という。
※医療機関の既存システムからは国際標準規約であるＨＬ７の形式で受信

○ 蓄積されたデータは、医療機関で採用している各ベンダのシステムの種別を問わず、様々なプログラムやシステム
で利用可能となる。このため、地域連携基盤の構築、システム更新時の既存データの引き継ぎ、多施設にわたっての
研究調査等での活用が期待されている。

各システムから送信

…

*ストレージ：データの記録領域ＳＳ-ＭＩＸ標準化ストレージ
（Standardized Structured Medical record Information exchange）

※ データの「標準規格」の申し合わせが存在しても、実装時に解釈の幅があるような場合、送受信の双方が標準規格であると
主張しても、通信してみると正しくないことが起こりうる。このため、国際的な標準規格によるデータを保存するための格納
の仕様と電文仕様に基づく「標準化ストレージ」を作り、これを入口に各ベンダの製品が通信することで、ベンダ間での解釈
のばらつきをなくして、情報交換できる仕組みを実現した（平成18年度厚生労働省電子的診療情報交換推進事業）。 20



本人自宅

在宅医療・介護は、多様な職種が様々な時間帯に患者の自宅を訪問してサービスを行うため、関係者が一同に会する機会は必ず
しも多くない。患者の日常の様子や状態の変化をタイムリーに把握するためには、タブレット端末等、ITを活用した情報共有の効果
が高い。

提供情報の例
・生活状況・状態
・服薬状況

提供情報の例
・病状説明
・薬 「こんなことに

注意してください」

「こんなことがあったら医
師に連絡を」

「こんな様子で
お過ごしです」

「このような症状を
訴えています」

・退院直後から終末期まで、状態の変化をタイム
リーに把握し、適時に対策をとることが可能に

・生活状況が分かることで、投薬や処置の効果を
把握しやすくなる

治療方針や病状を理解し、本人
の状況・状態に応じた、より質
の高いケアを行うことが可能に

在宅医療
関係機関

在宅介護事業者
（ケアマネジャー等）

・住み慣れた自宅等で本人の状況・状態に合った、より質の
高い医療・介護を受けることができる

・同じ説明を様々な事業者に行う必要がなくなり負担も軽減

在宅医療と介護が連携するための情報共有システムは、地域の様々な事業者が利用することで大きな効果が期待できる。異なる
システムでも必要な情報を交換できるよう、国として、標準化の推進に取り組む。

Ｂ社システムを利用し
ている歯科医師や

地域包括支援センター
が発信した情報を確認
できる。

Ａ社システムを利用し
ている主治医や看護
師が発信した情報を
確認できる。

複数の情報共有システムで連携し、患者（利用者）の必要な情報を安全に相互転送することが可能となる。

Ａ社システム Ｂ社システム

ケアレポート

フェイスシート（利用者の基本情報）

等
ケアレポート

フェイスシート（利用者の基本情報）

等

在宅医療・介護の情報共有
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在宅医療・訪問介護連携モデル事業（平成24年度）

事業概要 現時点の主な成果

◆ 在宅医療・訪問介護等の多職種間連携の在り方の検討

在宅医療・訪問介護等の多職種間による連携を行うため、共有
すべき情報項目や共有すべき範囲等を整理。

◆ クラウドやモバイル端末を活用した多職種間連携の実現

クラウドやタブレット端末・スマートフォン等を活用すると共に、使
いやすいインタフェースを用いて、患者のバイタル情報やケア基
礎情報を多職種間で共有するシステムを構築。

■ インタフェースの標準化を意識しながらシステムを構築。

■ 介護職等から医療職への相談が増加する等、連携の円滑化が
促進されている。特にケアマネの連絡負荷軽減。

■ 関係者間で適切に情報共有を行うことにより、在宅医療・訪問介
護の質を高めると共に、地域在宅医療体制の構築に貢献

居宅介護支援事業所
（ケアマネジャー）

訪問介護事業所
（ヘルパー）

小規模多機能
施設

在宅療養支援診療所

情報共有のプロセス

共通指標 スケジュール
メッセージ

交換

在宅医療・介護情報連携
クラウド

訪問看護ＳＴ訪問薬局

在宅での診療の様子

ケアマネの情報登録

訪問看護師の情報確認

患者情報確認

①患者基本情報（初回）
②身体情報

③身体情報、
生活情報記録

④生活情報記録

⑤身体情報、
生活情報記録

スケジュールの共有

宮城県石巻市、東京都内
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データ分析と利活用
の高度化
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介護・医療関連情報の「見える化」の推進 ①

データ項目 大分類

1 要介護認定情報

2 介護保険レセプト情報

3 日常生活圏域ニーズ調査情報

4 地域別推計人口

5 公的統計 小地域メッシュ情報

6 調査研究結果データ

7 医療保険レセプト情報

8 施策情報

・・・

介護保険総合
データベース

（老健局）

事業所

地域包括ケア「見える化」システム
Input（情報入力元）

現状分析結果国保連

保険者
（市区町村）

介護レセプト

認定情報

システム機能

現状分析
支援機能

サービス供給量分析

日常生活圏域調査等基礎調査分析機能

・・・

・・・

施策検討・
計画策定
支援機能

課題見える化機能

将来サービス量・給付費等推計機能

課題・施策情報等共有機能

・・・

計画実行
支援機能

計画遂行管理機能

事業実施状況公表機能

・・・

総務省／
社会保障・人口問

題研究所

国勢調査等
公的統計情報

Output（情報利活用）

保険者
（市区町村）

施策

計画

地域包括支援
センター 等

日常生活圏域ニーズ調査
分析結果 等

介護保険事業
実施状況 等

厚生労働省
老健局

・
・
・

情報共有

事業所

国民

NDB

調査研究等

地域包括ケアシステムの構築に向けて、全国・都道府県・二次医療圏・老人福祉圏・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、取
組等を客観的かつ容易に把握できるように介護・医療関連情報の共有（「見える化」）のためのシステムの構築等を推進する
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